
貸 借 対 照 表 

令和  4年 12月 31日 現在 (単位：円)

東北ボーリング株式会社

資    産    の    部

【 流 動 資 産 】       730,181,793

現 金 ・ 預 金       303,314,196

受 取 手 形        25,345,000

完 成 工 事 未 収 入 金       374,248,188

立 替 金           385,812

未 収 入 金        22,038,620

前 払 費 用         4,849,977

【 固 定 資 産 】       467,965,022

【 有 形 固 定 資 産 】       457,443,053

建 物        16,280,227

建 物 付 属 設 備           704,974

構 築 物           116,590

機 械 装 置            49,073

車 両 運 搬 具                 1

工 具 器 具 備 品         1,499,216

土 地       137,140,739

建 設 仮 勘 定       301,652,233

【 無 形 固 定 資 産 】         3,179,469

電 話 加 入 権         1,397,427

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産           610,000

ソ フ ト ウ エ ア         1,172,042

【 投 資 そ の 他 資 産 】         7,342,500

投 資 有 価 証 券         1,035,500

出 資 金         2,446,000

差 入 保 証 金         3,861,000

資 産 合 計     1,198,146,815

負    債    の    部

【 流 動 負 債 】       369,221,730

支 払 手 形        48,865,677

工 事 未 払 金       146,797,301

未 払 金        27,307,487

未 払 費 用        24,992,158

未 成 工 事 受 入 金        10,329,137

前 受 金        88,850,000

預 り 金         7,540,003

未 払 事 業 税         3,399,100

未 払 法 人 税 及 び 住 民 税         3,799,500

未 払 消 費 税         5,558,700

賞 与 引 当 金         1,782,667

【 固 定 負 債 】        42,193,761

退 職 給 付 引 当 金        30,249,981

そ の 他 の 固 定 負 債        11,943,780

負 債 合 計       411,415,491

純   資   産   の   部

【 株 主 資 本 】       786,731,324

【 資 本 金 】        46,000,000

【 資 本 剰 余 金 】           128,895

資 本 準 備 金           128,895

【 利 益 剰 余 金 】       740,602,429

利 益 準 備 金        11,500,000

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】       729,102,429

繰 越 利 益 剰 余 金       729,102,429

（ 内 当 期 純 利 益 ）        99,487,664( )

純 資 産 合 計       786,731,324

負 債 ・ 純 資 産 合 計     1,198,146,815



個別注記表 
 
１．継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません 

 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 ・売買目的有価証券         時価法（売却時は移動平均法により算定） 

 ・満期保有目的の債券       償却原価法 

 ・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価（市場価格）のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。 

2）ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞの評価基準及び評価方法 

 ・ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ               時価法 

3）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・未成業務支出金         個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

・製品、原材料、仕掛品     移動平均法による低価法 

・貯蔵品               最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

1）有形固定資産           定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物            ２ ～ 52年 

機械及び装置      ５ ～ ８ 年 

工具、器具及び備品 ２ ～ 20年 

2）無形固定資産           定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

3）リース資産              所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が2008年９月30日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって計上しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

1）貸倒引当金            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

2）賞与引当金            従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

3）受注損失引当金         受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約

のうち、将来の損失発生が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積もるこ

とが可能なものについ 

ては、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。 

（リース資産を除く）  

 

（リース資産を除く） 

 



4）退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（1年）による定額法により費用処理しております。なお、数理計算

上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（1年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

完成業務高及び完成業務原価の計上基準 

1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識 

履行義務の充足に係る進捗率の見積方法は、主として発生原価に基づくインプット法によって認識して

おります。 

2)原価回収基準によって収益の認識 

進捗率を見積もることができない業務は、代替的な取り扱いを適用し、原価回収基準で収益を認識してお

ります。 

 

(5) 会計方針の変更 

該当事項はありません。 
 

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

1）担保に供している資産 

該当事項はありません。 

2）担保に係る債務 

      該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額    214,928千円 

(3) 期末日満期手形の会計処理 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

1）短期金銭債権                          0千円 

2）短期金銭債務                          0千円 

 

４．税効果会計に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

 

（1）親会社及び法人主要株主等 

 



（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名  称 
所在地 

資本金又は 

出 資 金 
事業の内容 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

親会社 応用地質株式会社 東京都千代田区 16,174,600 

地質調査等 

建設コンサルタント 

計測機器の製造販売 

被所有割合 

直接100.0％ 

 

関連当事者との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の 

兼任等 
事業上の関係 

兼任2名 関連業務の請負 

関連業務の請負 35,637千円 業務未収入金 7,666千円 

資金の借入 -千円 未成業務受入金 -千円 

資金の返済 -千円 業務未払金 -千円 

利息の支払 -千円 短期借入金 -千円 

家賃の支払い -千円 長期借入金 -千円 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 関連業務の請負については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

② 事務所の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

③ 資金の借入時の利率については、市場金利を勘案して決定されております。 

（2）子会社 

当社子会社 シグマ工業株式会社は完全支配関係にあるため、清算により発生した清算益をその他特別

利益として計上しております。この清算益は、法人税法23条1項により全額益金不算入になり当社所得に

含まれません。また、法人税法57条2項により子会社清算時の繰越欠損金はそのまま親会社に引き継が

れます。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額                  8,551円43銭 

(2) １株当たり当期純利益                1,081円39銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

特記すべき事項はありません。 

 

８．その他の注記 

記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 

９．当期純利益金額 

当期純利益 99,487千円 
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